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【支援対象】
国土交通省所管のインフラであって利用料金を徴収しないもの（道路、橋
梁、河川、公園等）の維持管理に係る官民連携事業のうち、以下のいず
れかの導入を検討する地方公共団体

①指標連動方式※を活用する事業
※PFI契約等（包括的民間委託契約等を含む）のうち、インフラの機能や持続性に対応した指標を設定し、民
間事業者に委託等した際に支払う額等の一部又は全部が、当該指標の達成状況に応じて決まる事業を指す。

②分野横断のインフラを対象とする包括的民間委託、修繕を含むPFI事業等

【支援内容】
国土交通省が委託契約したコンサルタントを地方公共団体に派遣し、官民
連携事業を導入するに当たり必要となる調査・検討等を支援する。

【令和3年度支援自治体】

 インフラの維持管理に係る官民連携事業の導入

検討支援（令和2年度～）

 先導的官民連携支援事業（平成23年度～）

【道路維持管理における包括的民間委託に関する事例】

○府中市（東京都） 『府中市道路等包括管理事業』

・先行事例の研究・整理及び助言 ・対応策・スキームの検討支援
・導入に際しての課題の整理及び解決策の検討支援
・サウンディングの支援 等

【支援対象】
国土交通省の所管する事業であり、先導的な官民連携事業を実施しようとする
地方公共団体等

【支援内容】
官民連携事業の導入・実施に向けた検討（導入可能性調査、デューデリジェンス
等）にかかるコンサルタント等の専門家への調査委託費を助成

全額国費による定額補助（上限2,000万円）
※都道府県及び政令指定都市は、コンセッション事業に関するものを除き、補助率１／２、上限1,000万円

○ 国土交通省では、インフラの維持管理等にあたって、官民連携手法の導入について検討を行う地
方公共団体に対して支援を実施している。

維持管理分野に係る官民連携手法の導入（包括的民間委託）

○ 府中市では「府中市インフラマネジメント計画」に基づき、道路や街路樹などの維持管
理を包括的に民間事業者に委託し、そのノウハウを活用することにより、市民サービス
の向上及び維持管理経費の削減を目指す、道路等包括管理事業を推進している。

○ 2021年度より包括管理事業第3期に入り、市全域を3地区に分けて運用している。

・・♦・・・・・・・・・・・・♦・・・・・・・・・・・・♦・・・・・・・・・・
・2013年 府中市インフラマネジメント白書・計画策定(2018年更新)

2018年2014年

・第3期（2021～2023）
2,943ha

・第2期（2018～2020）
755ha

・第1期（2014～2016）
18.8ha

・2020年 運用方針策定
2021年

第1期： けやき並木通り包括管理事業 第２期：北西地区包括管理事業 第３期：道路等包括管理事業(市全域) 自治体名 事業名

富山市
（富山県）

社会インフラの包括管理に向けた官民連携事業手法等検討調査

尼崎市
（兵庫県）

道路・公園・水路の分野を横断した包括的民間委託の検討

周南市
（山口県）

道路インフラの包括管理に向けた官民連携手法の検討調査

長崎県 離島架橋等の長大橋の長寿命化における官民連携事業の導入検討

玉名市
（熊本県）

技術系職員不足の日常維持管理の合理化を目指した包括的民間委託の事
業化検討
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指標連動方式（アベイラビリティ・ペイメント方式）の導入検討支援①

国土交通省所管のインフラであって利用料金を徴収しないもの（道路、橋梁、河川、公園等）の維持管理に係る官民
連携事業のうち、以下のいずれかの導入を検討する地方公共団体

①指標連動方式※を活用する事業
※PFI契約等（包括的民間委託契約等を含む）のうち、インフラの機能や持続性に対応した指標を設定し、民間事業者に委託等した際に支払う額等の一部
又は全部が、当該指標の達成状況に応じて決まる事業を指す。

②分野横断のインフラを対象とする包括的民間委託、修繕を含むPFI事業等

国土交通省が委託契約したコンサルタントを地方公共団体に派遣し、官民連携事業を導入するに当たり必要となる調
査・検討等を支援する。

支援内容

支援対象

国土交通省 コンサルタント 地方公共団体

委託契約 支援

必要に応じて助言【具体的な支援例】
①先行事例の研究・整理及び助言 ②対応策・スキームの検討支援
③法制度・財政制度面等における導入に際しての課題の整理及び解決策の検討支援 ④サウンディングの支援

〇ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（令和３年改定版）
３．（１）③・・・キャッシュフローを生み出しにくいインフラ(道路や学校等の公共建築物等)についても・・・指標連動方式を含むＰ
ＰＰ／ＰＦＩの導入を推進するため、・・・財政的支援及びガイドラインや事例集等の策定などの導入支援を行う。（令和２年度
から）＜内閣府、関係省庁＞

〇成長戦略フォローアップ（令和３年６月１８日 閣議決定）
１２. （５） また、利用料金の生じないインフラにおける指標連動方式について、・・・当該方式の活用を検討する国の機関及び
地方自治体を募り、2022年度までに10件以上の可能性調査を実施し、案件形成を進める。

〇インフラの維持管理に係る官民連携事業の導入検討支援（国交省所管インフラ分野での支援）

〇関係記載
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長崎県 玉名市（熊本県）

周南市（山口県）

令和３年度支援自治体（インフラの維持管理に係る官民連携事業の導入検討支援） ※指標連動方式を検討する自治体のみ掲載

道路・公園・水路の分野を横断した包括的民間委託の検討 道路インフラの包括管理に向けた官民連携手法の検討調査

離島架橋等の長大橋の長寿命化における官民連携事業
の導入検討

技術系職員不足の日常維持管理の合理化を目指した包括
的民間委託の事業化検討

【対象業務】道路・公園・水路の維持管理
【調査内容】
〇 分野横断的な包括的民間委託導入、性能規定化の検討
‐仕様発注から性能発注への移行検討
‐分野間を横断する包括的民間委託の検討
‐成果報酬型の支払い方法（指標連動方式）の導入検討
などを実施。

〇 今後のスケジュール
令和３年度：仕様発注から性能発注への移行検討

試行的な包括的民間委託の対象地域を選定
地元企業や庁内の合意形成を図る

令和４年度：包括的民間委託の一部試行予定

【対象業務】道路・橋梁・照明灯等の道路付属物の維持管理
【調査内容】
〇 指標連動方式による包括管理の導入可能性を調査
- 維持管理業務を定量・定性的に整理
-施設、業務の組合せ等を検討
-性能規定化を目指した発注形態の検討
-包括管理エリアやその事業規模を検討
-想定する事業計画のサウンディング調査を実施

〇 今後のスケジュール
令和３年度：調査検討（サウンディング）
令和４年度：事業化に向けた調整（事業内容/事業者選定）
令和５年度：事業化（可能なところから）

【対象業務】道路・河川・橋梁等の維持管理
【調査内容】
〇 技術系職員不足に対応する、日常維持管理業務の包括的民
間委託及び、性能規定化・指標連動方式の導入可能性の検討
調査などを実施。

〇 今後のスケジュール
令和３年度：一部地域で包括的民間委託の試行・指標連動方式

の有効性検討
令和４年度：試行範囲の広域化

一部地域での指標連動方式の試行予定

【対象業務】離島架橋等の長大橋の維持管理
【調査内容】
〇 長大橋の維持管理へ長期的な包括的業務委託を検討。新技
術、高度な技術を活用した高い水準の維持管理を担保するため、
指標連動方式の導入可能性を検討する。

〇 今後のスケジュール
令和３年度：対象橋梁の選定、予算・事業期間等の設定

維持管理水準の設定、サウンディング
令和４年度：公募準備・公募
令和５年度：事業開始

尼崎市（兵庫県）

指標連動方式（アベイラビリティ・ペイメント方式）の導入検討支援②
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